
第 47 期
中間株主通信

平成28年４月１日から
平成28年９月30日まで

（証券コード　5935）
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● トップメッセージ

ごあいさつ

株主の皆様におかれましては、ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

平素は格別のご支援を賜り厚くお礼申し上げますとともに、当社第47期第2四半期累計期間（平成28年4月1日から平成28年

9月30日まで）の中間株主通信をお届けするにあたり、一言ごあいさつ申し上げます。

当第2四半期累計期間における日本経済は、企業収益や雇用環境は改善傾向にあるものの、新興国経済の減速や英国のEU離

脱をめぐる懸念などから、金融資本市場が不安定になるなど、景気の先行きは依然として不透明な状況であります。

また、建設業界においては、建築需要は底堅く順調に推移しておりますが、労務費や建設資材価格の高止まりにより、工事

採算は厳しい状況にあります。

この結果、当第2四半期累計期間の売上高は5,603百万円（前年同期比8.2％増）となり、その内訳は製品売上高が2,980百万

円（前年同期比4.7％減）、請負工事高が2,623百万円（前年同期比28.1％増）となりました。

損益面におきましては、営業利益は24百万円（前年同期比15.4％減）、経常利益は22百万円（前年同期比9.6％減）となりま

した。また、法人税等調整額を△21百万円計上したことなどから、四半期純利益は30百万円（前年同期比154.2％増）となり

ました。

なお、当社の売上高は建設業界固有のマーケット特性により、事業年度の後半に著しく増加する傾向にあります。

当社はお客様、株主様、お取引先などさまざまな方々の信頼と期待にこたえ

るべく、屋根メーカーとしての責務を果たしてまいります。本年4月に発生し

た熊本地震において被災されました皆様には、心よりお見舞いを申し上げます。

いつどこで地震が発生してもおかしくない日本において、被害を軽減させるた

めには、耐震性、耐久性の技術向上が不可欠です。当社がもっとも得意として

いる過酷な自然環境から建物を守る高強度の屋根システムをはじめ、昨年発売

を開始した「天井落下防止工法」など地震対策に有効な付加価値の高い製品の

普及に力を注いでまいりますので、引き続き、株主の皆様におかれましては、

なお、一層のご支援とご指導を賜りますようお願い申し上げます。

平成28年12月

代表取締役社長

舩
ふ な

　木
き

　 亮
あき

　亮
ふ さ
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● 財務ハイライト

● 売上高 （単位：百万円） ● 経常利益 （単位：百万円） ● 四半期（当期）純利益 （単位：百万円）

● 総資産 （単位：百万円） ● 純資産 （単位：百万円）● 一株当たり四半期（当期）純利益 （単位：円）
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● 四半期財務諸表

四半期貸借対照表

科　　　目 当第2四半期
平成28年9月30日現在

前事業年度
平成28年3月31日現在

（資産の部）

流動資産 4,926,730 4,829,605

現 金 及 び 預 金 381,920 442,229

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 1,649,286 1,662,584

完 成 工 事 未 収 入 金 1,130,805 962,103

製 品 458,506 523,590

仕 掛 品 11,614 7,043

未 成 工 事 支 出 金 286,304 370,051

原 材 料 689,889 629,616

そ の 他 327,458 240,675

貸 倒 引 当 金 △9,055 △8,289

固定資産 3,603,769 3,454,496

有形固定資産 2,840,378 2,807,465

建 物 623,404 645,093

機 械 及 び 装 置 202,534 199,240

土 地 1,887,381 1,892,712

そ の 他 127,058 70,418

無形固定資産 46,915 51,304

投資その他の資産 716,474 595,726

そ の 他 886,308 767,611

貸 倒 引 当 金 △169,833 △171,885

資 産 合 計 8,530,499 8,284,102

科　　　目 当第2四半期
平成28年9月30日現在

前事業年度
平成28年3月31日現在

（負債の部）

流動負債 4,202,661 4,233,573

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 1,872,760 2,502,536

工 事 未 払 金 468,817 305,484

短 期 借 入 金 1,286,820 731,680

１年内償還予定の社債 22,500 40,000

未 払 法 人 税 等 23,684 155,827

製 品 保 証 引 当 金 28,250 27,311

そ の 他 499,830 470,733

固定負債 1,243,028 1,056,980

長 期 借 入 金 701,050 538,830

退 職 給 付 引 当 金 442,834 428,234

そ の 他 99,143 89,916

負 債 合 計 5,445,690 5,290,554

（純資産の部）

株主資本 2,801,761 2,794,237

資 本 金 1,266,921 1,266,921

利 益 剰 余 金 1,551,620 1,544,095

自 己 株 式 △16,779 △16,779

評価・換算差額等 283,048 199,310

その他有価証券評価差額金 283,048 199,310

純 資 産 合 計 3,084,809 2,993,547

負 債 ・ 純 資 産 合 計 8,530,499 8,284,102

（単位：千円）
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● 四半期財務諸表

四半期損益計算書

科　　　目
当第2四半期累計期間
平成28年4月  1日～
平成28年9月30日　

前第2四半期累計期間
平成27年4月  1日～
平成27年9月30日　

売上高 5,603,991 5,177,423

売上原価 4,138,784 3,751,005

売上総利益 1,465,207 1,426,417

販売費及び一般管理費 1,440,843 1,397,593

営業利益 24,363 28,824

営業外収益 27,841 27,919

受 取 配 当 金 7,535 4,531

受 取 賃 貸 料 6,889 6,333

売 電 収 入 6,454 5,419

そ の 他 6,962 11,635

営業外費用 29,543 31,664

支 払 利 息 8,511 8,170

減 価 償 却 費 5,973 6,429

手 形 売 却 損 6,193 7,300

そ の 他 8,864 9,763

経常利益 22,661 25,080

特別利益 1,864 ―

固 定 資 産 売 却 益 1,864 ―

特別損失 ― 195

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ― 195

税引前四半期純利益 24,525 24,885

法人税、住民税及び事業税 15,827 12,361

法 人 税 等 調 整 額 △21,842 512

四半期純利益 30,540 12,011

四半期キャッシュ・フロー計算書

科　　　目
当第2四半期累計期間
平成28年4月  1日～
平成28年9月30日　

前第2四半期累計期間
平成27年4月  1日～
平成27年9月30日　

営業活動によるキャッシュ・フロー △722,776 △882,181

投資活動によるキャッシュ・フロー △14,377 △114,548

財務活動によるキャッシュ・フロー 676,843 999,859

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △60,309 3,129

現金及び現金同等物の期首残高 419,124 561,851

現金及び現金同等物の四半期末残高 358,814 564,980

（単位：千円）（単位：千円）
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● 会社の概況

概要　（平成28年9月30日現在） 事業所一覧　（平成28年9月30日現在）

取締役および監査役　（平成28年9月30日現在）
株式の状況　（平成28年9月30日現在）

大株主　（平成28年9月30日現在）

創 業 年 月 日 昭和40年4月10日
設 立 年 月 日 昭和46年4月26日
資 本 金 1,266,921,109円
主 な 事 業 内 容
（1）金属屋根製品等の製造販売および設計施工の請負
（2）太陽光発電システム、太陽光発電関連製品等の製造

販売および設計施工の請負
（3）シート防水屋根材の製造販売および設計施工の請負
従 業 員 の 状 況

従業員数 平均年齢 平均勤続年数
312名 42.0歳 12.0年

本 社 神奈川県藤沢市湘南台一丁目1番地21

東 北 支 店 仙台営業所、盛岡営業所、福島営業所、
北海道事務所

東 京 支 店 東京営業所、千葉営業所、北関東営業所、
新潟営業所、神奈川営業所、甲信営業所

中 部 支 店 名古屋営業所、静岡営業所、北陸営業所
大 阪 支 店 大阪営業所、京都営業所、神戸営業所
中四国支店 岡山営業所、広島営業所、四国営業所
九 州 支 店 福岡営業所、熊本営業所、沖縄事務所
工 場 福島工場、山梨工場、岡山工場
そ の 他 白州技術センター

発行可能株式総数 29,160,000株
発行済株式の総数 7,716,063株
株 主 数 351名

株　主　名 持　株　数 持株比率
舩 木 元 旦 1,986千株 25.8%

舩 木 商 事 有 限 会 社 724 9.4

全 国 元 旦 代 理 店 持 株 会 675 8.7

舩 木 清 子 631 8.2

元旦ビューティ工業従業員持株会 320 4.1

関 東 甲 信 越 元 旦 会 持 株 会 308 4.0

元 旦 取 引 先 持 株 会 276 3.6

日 鉄 住 金 鋼 板 株 式 会 社 251 3.2

元旦ビューティ工業役員持株会 204 2.6

東 北 北 海 道 元 旦 会 持 株 会 186 2.4

（注）持株比率については、小数点第二位以下を切り捨てて表示してお
ります。また、自己株式（43,906株）を控除して算出しております。

地　位 氏　名 担当および主な職業

代表取締役会長 舩 木 元 旦
代表取締役社長 舩 木 亮 亮 統括執行役員
取 締 役 武 末 誠 一 執行役員　管理本部長　兼　総務部長
取 締 役 加 藤 誠 悟 執行役員　営業本部長　兼　特販部長

取 締 役 今 津 一 郎 執行役員　生産・技術本部長　兼
生産調達部長　兼　技術部長

取 締 役 増 田 一 郎
常 勤 監 査 役 長 島 隆 夫
常 勤 監 査 役 堀 内 　 明
監 査 役 早 川 治 子 弁護士
監 査 役 平 井 良 幸
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● トピックス

「元旦軒先システム」のモジュール化に成功！

山梨県立富士山世界遺産センターに「元旦軒先システム」が採用！

ホームページをリニューアルしました！ 

世界遺産である富士山を訪れる訪問者への情報発信として、「山梨県立富士山世界遺産センター」が平成28年6月に新設し、
当社屋根が採用されました。樋（とい）を内側に納めた先端のシャープな軒先と薄くすっきりとした屋根は、森林に囲まれた
景観に調和するとともに、積雪や豪雨にも耐え得る機能を有しています。

施設名： 山梨県立富士山世界遺産センター 
（山梨県南都留郡富士河口湖町）

製　品： マッタラールーフ7型、元旦ユ鋼シ
ステム、軒先システム、内樋特注落
葉避けカバー、Sun・Bothマッタラー

ホームページの全面リニューアルを行い、平成28年9月23日より運用を開始いたしまし
た。
平素より当社製品をご愛顧いただいているお客様をはじめ、株主の皆様など、ご訪問いた
だいた方により見やすく、より使いやすいホームページを目指すとともに、当社の取り組み
や施工事例、新製品などの情報をこれまで以上に積極的に配信していきます。

物件対応の製品として平成25年に販売開始しました「元旦軒先システム」をモジュール化し、ひとつの標準部材で1.5寸か
ら10寸まで調節可能な可変システムとして平成28年4月に販売開始いたしました。これまで物件ごとに製作していた軒先をモ
ジュール化することにより納期短縮とコスト削減を実現します。

勾配：1.5寸 可変システム 勾配：10寸

イメージ図

www.gantan.co.jp
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● 株主メモ

株式についてのご案内

事 業 年 度 毎年4月1日～翌年3月31日
基 準 日 定時株主総会関係　3月31日

その他、必要があるときには、あらかじめ公告する一定の日
期末配当金受領
株 主 確 定 日 毎年3月31日

中間配当金受領
株 主 確 定 日 毎年9月30日

定 時 株 主 総 会 毎年6月
単 元 株 式 数 1,000株
株主名簿管理人 三井住友信託銀行　証券代行部
同 連 絡 先 〒168-0063

東京都杉並区和泉二丁目8番4号
TEL　0120-782-031（通話料無料）

上場証券取引所 東京証券取引所ジャスダック市場
公 告 方 法 電子公告（当社ホームページに掲載します｡）

http://www.gantan.co.jp/ir/index.html
ただし、事故その他のやむを得ない事由が生じたときは、日本
経済新聞に掲載します。

（ご注意）
1.  株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管
理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券会社等にお問合せくだ
さい。株主名簿管理人三井住友信託銀行ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

2.  特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管理機関と
なっておりますので、三菱UFJ信託銀行（0120-232-711）にお問合せください。

GANTAN BEAUTY INDUSTRY CO., LTD.
本社　〒252-0804 神奈川県藤沢市湘南台一丁目1番地21

TEL. （0466）45-8771　FAX. （0466）45-3031

010_9010001602812.indd   1 2016/11/17   17:18:32


